(別添様式１)
平成23年度９月補正予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：消防指導費
	事業名: 緊急消防援助隊支援職員装備品整備事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

　　　　 知事直轄　危機管理部門　消防課 消防担当　電話番号：058-272-1111（内2472）

　　　　　　　　　　　                   E-mail：c11193@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　補正要求額：4,088千円
（現計予算額：　　0千円　　　補正後予算額：4,088千円）

	要求内容


	１　要求の内容


　岐阜県では、中津川市が東海地震の影響が大きいと予想される強化地域に指定されるなど、大規模災害への備えとともに、被害発生時の迅速で適切な対応が求められている。
大規模災害に対応するため、兵庫県南部地震（阪神淡路大震災）の教訓を踏まえ、被災した都道府県内の消防力では対応が困難な場合に、国家的観点から人命救助活動等を効果的かつ迅速に実施し得るよう、全国の消防機関相互による援助体制として、平成７年６月に「緊急消防援助隊」が創設された。
　制度創設以来、岐阜県隊には、航空部隊以外に出動指示はなく、本年３月１１日に発生した東日本大震災が陸上部隊初の出動指示となった。
　これまで、消防組織法に基づき、消防庁主催のもと、大規模災害活動時における緊急消防援助隊の技術及び連携活動能力の向上を目的に中部ブロック合同訓練等を繰り返し実施してきたが、今回、初めて出動した緊急消防援助隊に消防課職員が同行し、県災害対策支援本部との連絡調整及び被災地の情報収集を行い、また、県内においても、緊急消防援助隊の出発準備及び帰着受入の現場業務を行ったことで、応援に駆け付けた緊急消防援助隊が活動に専念できるよう緊急消防援助隊の受入れ及び支援に従事する職員を配置し、受入れ体制を整えることが重要であることが明らかになった。

このため、現場の業務に従事する職員に必要な装備品を整え、職員の安全確保策を講じることとしたい。

　＜整備する装備品の内訳＞

　　作業服、防寒着、雨合羽、安全長靴、懐中電灯、照明機材等
	２　所要経費


　4,088千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
６　社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる

・地域では実施できない支援を推進する
	２　これまでの取組状況


　緊急消防援助隊の受入れに従事する職員の装備品等は整備されていない。
	３　これまでの取組に対する評価


現場業務に従事する職員には、被服貸与規則で防寒着、長靴等が貸与されているが、通常、現場業務がない機関の職員は貸与の対象となっていない。

今回の東日本大震災により、緊急消防援助隊の受入れ体制が重要であることが明らかになり、体制の整備と職員の勤務条件及び業務能率の向上を図るため、現場業務に必要な被服等の装備を整えるものとする。
　また、緊急消防援助隊の進出拠点の安全管理及び消防応援活動調整本部（本庁）との連絡調整に必要な情報通信機器等を整える。

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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	事業費
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